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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、国連安保理決議によって禁止されても継続しているアフリカ諸国に対す
る北朝鮮の武器貿易や軍事支援を調査することにある。本研究では、亡命者や韓国の情報機関の過去の記録、現地のメ
ディアの報道などで北朝鮮と関係があるアフリカ諸国を特定し、さらにアフリカ現地で資料収集やインタビューを実施
した。
 その結果、複数のアフリカ諸国で北朝鮮との軍事協力が発見された。調査結果は国連安保理制裁委員会への報告のみ
ならず、書籍や論文、雑誌記事、さらにテレビやラジオ報道などで発表した。本研究は、北朝鮮とアフリカ諸国の軍事
協力が拡大していることを日本のみならず、国際的に広めることにも大きく寄与したといえる。

研究成果の概要（英文）：The main objective of this project is to clarify the arms trade and military 
relations between the DPRK (North Korea) and African countries which continues despite the United Nations 
Security Council sanctions.
We identified African countries that have good relationships with North Korea in the record of the Agency 
for National Security Planning of South Korea. We have conducted extensive research on the theme, reading 
through the official documents, past newspaper articles and implemented interviews in African countries 
and South Korea.
As a result of our research, we found out that military cooperation still exists between North Korea and 
some African countries. These findings were not only reported to the UNSC Sanctions Committee, but 
published in books, research papers and articles, and also broadcasted on television and radio. We are 
convinced that this project contributed in uncovering the truth of expanding military cooperation between 
North Korea and African countries.

研究分野：政治学、国際政治学、安全保障論、政軍関係論、朝鮮半島研究
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１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、国際社会における武器拡散を理
解するための一つの手がかりとして、朝鮮民
主主義人民共和国(北朝鮮)とアフリカ諸国の
武器貿易や軍事支援を調査するために始め
られた。 
北朝鮮は、1945 年から現在に至るまで少
なくとも 50 ヶ国以上と武器貿易や軍事支援
を行ってきたと言われている。2009 年の国
連安全保障理事会決議によってそれらはほ
ぼ全面的に禁止されたにもかかわらず、現在
でも続けられているため、それを管理するこ
とが国連安保理の重要な課題として注目さ
れていた。 
北朝鮮による武器貿易や軍事支援が武器
貿易管理の大きな障害となる理由は、国連安
保理決議を無視して続けられていること以
外にも 2つある。1つ目は、北朝鮮が核兵器
や弾道ミサイルを含む大量破壊兵器を保有
していることである。しかも、弾道ミサイル
を海外に輸出していることを北朝鮮の公式
媒体や最高指導者は認めている。北朝鮮の武
器貿易は、通常兵器のみならず、大量破壊兵
器の貿易にもなりうるものでもある。2 つ目
は、北朝鮮がテロリストやゲリラ組織など国
際社会で問題にされる武装組織に武器を売
却する可能性があることである。実際に、フ
ィリピンのゲリラが北朝鮮から武器を購入
したことが、米国務省が発行した国際テロ報
告書 2000年版で指摘されていた。 
北朝鮮による武器貿易や軍事支援の多く
は、現在ではアフリカ諸国に対するものであ
ると考えられる。北朝鮮はアフリカ諸国との
関係を重視している。国連地域グループで、
北朝鮮が全ての国と国交を結んだのはアフ
リカグループと社会主義陣営である東ヨー
ロッパグループだけである。朝鮮中央通信社
(1949-1995)によれば、アフリカグループとの
軍事代表団の往来は 1994 年(金日成死去年)
まで 26ヶ国、総計 100回にもなり、社会主
義圏以外では最も多い。現在でも北朝鮮は多
くのアフリカ諸国と友好関係を維持してい
る。 
これは対朝国連安保理決議に対するアフ
リカ諸国の反応にも現れている。北朝鮮によ
る武器貿易や軍事支援を管理するために、国
連安保理は国連加盟国に制裁措置の報告を
義務付けている。しかし、制裁決議から 6年
たった 2012年 10月 14日現在、国連加盟 193
カ国中、97ヶ国しか報告書を出していなかっ
た。未報告の 96ヶ国中、48ヶ国がアフリカ
グループであった。アフリカグループは総計
54ヶ国であり、6ヶ国しか提出していないこ
とになる。これは東ヨーロッパグループ(23
ヶ国中 21ヶ国が提出)より少ないだけでなく、
国連地域グループの中でも最低であった。 
このように、北朝鮮とアフリカ諸国の武器
貿易や軍事支援は、国連安保理決議によって
違法化され、国際社会における武器拡散の観

点からも危険であるにもかかわらず、研究開
始当初でも続けられていたため、より詳しい
現在の調査が必要とされていたのである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、冷戦時代から現在に至る北朝鮮
とアフリカ諸国の武器貿易や軍事支援に関
する調査・研究を進めていき、これらの研究
の成果を著作や学術論文・記事、そしてマス
メディアによって発表して多くの人々に認
知できるようにした上で、日本の対朝政策と
それに伴う日本の安全保障政策に寄与する
ことを目的としている。また、国連安保理制
裁委員会専門家パネルやその他の国際機関
に報告・公開することで、国際社会における
武器管理の活動に貢献することも目的とし
ている。 
 
３．研究の方法 
 
資料収集のための調査が中心の作業にな
る。まず研究開始前の研究状態では、北朝鮮
のアフリカ諸国に対する武器貿易や軍事支
援について過去から調査した研究はほとん
どなかった。それは整理された資料がほとん
どなかったからと考えられる。第三者である
韓 国 情 報 機 関 や SIPRI(Stockholm 
International Peace Research)が集めた情
報やデータは有用なものもあるが、誤りも多
数確認されている。しかも、両機関ともに、
1980 年代以降における北朝鮮のアフリカに
対する武器輸出や軍事支援に関する情報は
ほとんどない。現在、対朝制裁措置について
調査している国連安保理制裁委員会専門家
パネルは基本的に現状だけを調査しており、
過去に遡って調査はしていない。しかも、そ
の情報の多くは国連加盟国からの報告であ
るが、違反国が自ら報告することは考えにく
いので情報収集に大きな壁がある。 
そこで、本研究では、過去に韓国情報機関
やSIPRIが収集したデータを基礎としながら、
新たに収集が可能になった資料や、現在では
可能になった当時の政治家に対するインタ
ビュー、現地での報道や調査などを通じて、
過去のデータを修正・補強したうえで、現在
における状況も把握しながら、北朝鮮による
アフリカ諸国への武器貿易や軍事支援の歴
史と現状について、その具体的な内容を明ら
かにしていく。 
さらに北朝鮮から出版される資料も活用
する。北朝鮮の資料状況は、最近改善しつつ
ある。海外への武器輸出や軍事支援に全く言
及しなかった北朝鮮が、金日成の死後、武器
輸出や軍事支援について断片的に資料を出
し始めた。さらに、冷戦以降、北朝鮮から外
交官や軍需産業幹部が亡命することが多く
なり、彼らの回顧録やインタビューを利用で
きるようになった。 
 



４．研究成果 
 
2013 年度は、それまでの研究状況や資料収
集状況の調査、さらに新たに資料の発掘を日
本と韓国で実施した。それを踏まえて、著作
や論文を発表した。また、アフリカでの勤務
経験がある韓国に亡命した北朝鮮の外交官
へのインタビューに成功し、北アフリカと中
東での調査を実施した。2014 年度には主に東
部アフリカと北部アフリカでの調査をした。
その成果は 2014 年度と 2015 年度に主に著書
や論文、新聞記事などで発表した。2015 年度
には南部アフリカ、西部アフリカでの調査を
実施した。その成果は、主に学会発表や論文
で発表した。 
全体的には、予想以上に数多くの成果を得
ることができた。東部、南部、西部アフリカ
における成果は、すでに国連安保理制裁委員
会専門家パネルには報告済みであり、また多
くのテレビ・ラジオや新聞報道、雑誌記事、
学術論文、学会報告、シンポジウムなどで発
表した。国連安保理制裁委員会専門家パネル
の報告書にも本研究の成果が掲載され、日本
や韓国の一般社会でも北朝鮮とアフリカの
軍事協力について知られるようになってき
た。 
特に 2015 年度の成果は、南部アフリカに
おいて北朝鮮の軍事協力が広く浸透してい
ることを確認したことと、西部アフリカの一
部の国において反対に北朝鮮が撤収したこ
とを確認したことである。それが、国連安保
理制裁の効果の一部であることも確認でき
た。南部アフリカにおいて北朝鮮の軍事協力
が発展していることは、曖昧な情報としては
現地の報道でも流れていたが、今回は確実な
情報として、海外では初めてとなる情報とデ
ータをもたらすことができた。 
残念ながら、中東と北アフリカでは北朝鮮
との軍事協力についてはそれほど多くの新
たな成果をえることができたわけではない。
「アラブの春」の後の混乱によるものである。
いまだに北朝鮮と軍事協力していることが
確実とみられるシリアなどは、調査不可能に
なっていた。ただし、副産物として中東と北
アフリカのテロ・軍事情勢・政軍関係につい
て多くの知見を得ることができた。また、中
東・北アフリカと北朝鮮の軍事協力について
は、現地の報道などを収集したため、全く知
見を得られなかったわけではない。 
2015 年度末までの成果については、以下に
示すように、断片的ではあるが、数多くの雑
誌論文や学会報告、著書で発表してきた。ま
た、国連安保理制裁委員会専門家パネルの報
告書でも紹介されている。しかし、全体の成
果をまとめた著書は、まだ未刊行である。著
書を発表するまでの時間がなかったからで
ある。しかし、著書の出版については交渉し
ており、いずれ実を結ぶことになると考えて
いる。 
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